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災害看護研修に対する医療施設のニーズ調査
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Abstract

As the role of  college in the region, A college has been considering to provide disaster nursing education as a part 

of  incumbent nurse education in cooperation with nearby medical institutions. In 2017, a disaster nursing seminar 

was held at A college, there were more participants from distant medical institutions rather than nearby institutions. 

Therefore, in this research, a needs survey was conducted to understand the contents of  disaster nursing education 

sought by medical facilities in the nearby A college. Survey forms were distributed to 169 medical institutions and 

31 responses were obtained (response rate 18.3%). 90% of  the respondents were nurses, 41% of  whom were nursing 

directors. Hospitals with more than 100 beds accounted for 48% of  the responses, and 16% of  them were those with 

20 to 99 beds. 33% of  the responses were from clinics and those with fewer than 20 beds. The background of  target 

facilities, disaster response manual development ratio was 66%. Disaster drills conducting ratio was 77%, and that 

of  training for all sta� was 32%. In high needs training, they were seeking basic knowledge such as the types and 

features of  disasters, and di�erences based on the number of  hospital beds between facilities were observed in im-

provement of  equipment in case of  disaster and education of  sta�.

要 旨

A大学では，地域における大学の役割として近隣の医療機関と連携した災害看護に関する現任教育の支
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援を検討している．平成29年度，A大学で災害看護セミナーを開催したが，近隣の医療施設からの参加
者が少なく，むしろ遠方からの参加者が多かった．そこで本研究では，A大学近隣の医療施設が求める災
害看護研修の内容を把握するためのニーズ調査を行った．その結果，A大学近隣の医療施設169機関を対
象に調査用紙を配布し，31機関の回答を得た（回収率18.3%）．対象者は，看護職が90%を占め，そのう
ち41%は看護部長であった．中規模病院が48%，小規模病院が16%，診療所33%であった．対象施設の
背景として，マニュアル整備は66%であった．防災訓練の実施は77%，全職員を対象とした研修は32%

であった．ニーズが高い研修では，災害の種類や特徴など基本的な知識を求めており，中でも災害時の
物品整備，スタッフ教育に関する研修では病床区分による違いがみられた．

I. 緒言

災害看護とは，「人間の安全保障」の理念のもと，
人々の健康と生活における災害リスクに対するレジリ
エンスの強化を支援することを目的としており，災害
の備えの時期から，中長期的な復旧・復興の時期を含
む連続した人々の生活と健康状態を対象とし，各期の
特徴的なニーズを把握するとともに，人の生命，生
活〈暮らし〉と健康の課題に対する支援を行うこと
である（南，2016）．さらに，災害看護は，災害の種
類，被害状況，フェーズによって変化する医療ニーズ
に応じて，切れ目なく提供されなければならない（横
田，2015）．このように，看護師であれば病院の規模
に応じた災害看護を意識した行動が求められる．

A大学は，福岡県北西部に位置しているが，周辺に
災害拠点病院がないという地域特性があるため，地域
における大学の役割として近隣の医療機関と連携した
災害看護に関する現任教育の支援の必要性を感じてい
た．平成29年度，A大学で看護職を対象とした災害看
護セミナーを開催したが，近隣の医療施設からの参加
者が少なく，むしろ遠方からの参加者が多かった．そ
こで，本研究では，A大学近隣地域の医療施設の災害
対策の実態と，災害看護研修に関するニーズ（以下，
研修ニーズという）を調査した．

II. 方法

A. 研究デザイン
無記名自記式質問紙法を用いた実態調査である．

B. 対象
A大学の所在地を含む二次医療圏を中心として2市
の入院病床をもつ医療施設169の管理者もしくは災害
担当者を対象とした．
管理者とは，施設長，部門の長を指し，災害担当者
は，災害対策委員会の長，各部門の災害対策担当者な
どを指す．
C. 調査項目
属性として，職種，職位，所属施設規模（床）を尋
ね，対象施設の特徴として，災害マニュアル，災害
派遣医療チーム（Disaster Medical Assistance Team: 

DMAT），災害支援ナース登録，EMIS（Emergency 

Medical Information System：広域災害救急医療情報シ
ステム）登録，防災訓練実施，全職員対象の研修，災
害時の備蓄についての「整備の有無」または「検討
中」の3択で尋ねた．
研修ニーズの質問内容は，日本看護協会主催の災害
支援ナース育成研修プログラム（公益社団法人日本看
護協会，2017）および福岡県災害時医療救護マニュア
ル（福岡県保健医療介護部，2017）の項目を一部参考
に災害看護の専門家である共同研究者間で質問項目を
選定した．具体的には，「災害の基本知識を知りたい」
「災害の種類や特徴などを知りたい」「災害サイクルに
ついて知りたい」「メンタルヘルスについて知りたい」
など計18項目で，回答を「4：非常にあてはまる，3：
かなりあてはまる，2：あまりあてはまらない，1：全
くあてはまらない」の4段階で得た．
災害看護教育において，対象者（施設）が研修とい
う形式に関わらず「学びたいこと」について，自由に
記述するように依頼した．
D. 調査期間
平成30年2月6日～3月2日

E. 分析方法
属性については，記述統計量を算出した．20床未
満，20～100床未満，100～200床未満，200床以上の
病床数別に各属性との関係性から対象施設の特徴を
明らかにするために，多重コレスポンデンス分析を
用いた．多重コレスポンデンス分析は，外部基準の
ない質的データを数量化する際に有効な手法で，2つ
以上の関連を示す際に使用する分析手法である（小
塩，2013）．また各質問項目で「4：非常にあてはま
る，3：かなりあてはまる」の合算をニーズの高さと
捉え，割合を算出した．次に病床数別にKolmogorov–
Smirnovの正規性の検定後にKruskal–Wallis検定を行
い，その後Games–Howell検定を行った．いずれも
SPSS for IBM ver 25を用いて解析し，有意水準は5%と
した．学びたい災害看護教育内容に関する自由記述に
ついては，文脈の意味内容を損なわない範囲で内容を
要約して抽出した．
F. 倫理的配慮

A大学の研究倫理審査委員会の承認を得て実施し
ている（承認番号17-027）．対象者には，調査の趣旨，
研究目的と併せて，調査票が無記名であること，調査
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協力は任意であり，その可否で不利益を生じさせない
こと，研究成果の発表方法などを書面で説明し，返送
をもって同意と判断した．

III. 結果

A. 対象の属性
対象施設169機関に調査用紙を配布し，31機関の
回答を得た（回収率18.3%）．回答者は，看護職が
90.3%を占め，41.9%は看護部長であった．病院が
64.5%を占め，診療所は32.3%であった．病床区分で
は，100～200床未満が36.7%と最も多く，次に20床
未満33.3%，20～100床未満，200床以上の順であった
（表1）．
B. 対象施設の災害対策の特徴
対象施設の災害対策の特徴として，最も多かったの
は，防災訓練の実施77.4%，次に災害時の備蓄67.8%，
災害マニュアルの整備66.7%，全職員を対象とした研
修32.3%，災害支援ナース登録22.6%の順であった．

他は10%未満で，災害派遣医療チーム9.7%，EMS登
録は6.5%であった（表2）．
C. 病床区分における防災訓練，全職員対象研修，災
害マニュアルの整備との関連
多重コレスポンデンス分析では，Cronbachのα0.725～ 

0.498と高く，要約イナーシャ 0.548は54.8%，0.399は
39.9%と総計94.7%と高い説明力といえる．また次元
1および次元2による布置図は，4つの変数間の相対的 

な関係を同時に示しており，変数のプロットを次元2で
確認することができる．その結果，100～200床未満の 

施設では，災害マニュアルの整備，防災訓練の実
施，全職員対象の研修を実施している特徴がみられた
（図1）．
D. 研修ニーズの病床区分による比較
調査した研修ニーズは，「非常にあてはまる」およ
び「かなりあてはまる」の合算（%）で示した結果，18

項目すべてで70%以上の高い研修ニーズをもってい
た．研修ニーズの高い内容として，「2．災害の種類や
特徴，および過去の災害医療の教訓とわが国における
災害時の医療体制の概要」「3．災害サイクルの各期に
必要な様々な場での災害看護の知識」「4．被災者およ
び支援者のストレス反応の特徴を知り，そのケアや対
処」の3項目が100%と最も高く，次に「1．災害看護
の基本的知識について知りたい」「17．実際の応急処
置（救急法）について知りたい」など90%以上が全
18項目中11項目であった．また研修ニーズの病床区
分による比較では，18項目中16項目で違いがなかっ
た．病床区分別では，「14．災害時物品の整備につい
て知りたい」「15．スタッフ教育について知りたい」
の2項目でのみ違いがみられた（P<0.05）（表3）．
E. 病床区分における学びたい災害看護教育の内容に
関する自由記述
学びたい災害看護教育に関する内容は，病床区分
に関わらず基本的知識と連携に関する内容が見られ
た．20床未満で災害看護における基本的知識，災害
時の他職種（施設）との連携方法，20～100床未満で
災害看護の基本的知識に加え初動対応，100～200床未
満では自施設が耐震構造でないことや危機管理の薄さ
に対する危惧，防災訓練の方法，大災害時の対応など
「想定外の災害」への体制づくり，200床以上でDPAT

（Disaster Psychiatric Assistance Team：災害派遣精神医
療チーム）など施設の特性から求められる研修の必
要性，災害時のリーダー役割などが記述されていた
（表4）．

IV. 考察

A. 対象施設の防災対策の特徴
本研究の対象施設の特徴は，防災訓練の実施率が
最も高く，次に災害時の備蓄，災害マニュアルの整

表1. 対象の属性
N=31

項目 度数 %

職種 看護師 28 90.3
助産師 1 3.2
事務職 1 3.2
その他 1 3.2

職位 看護部長 13 41.9
副看護部長 1 3.2
看護師長 6 19.4
係長 1 3.2
主任 4 12.9
スタッフ 6 19.4

所属 病院 20 64.5
診療所 10 32.3
その他 1 3.2

病床区分 20床未満 10 33.3
20～100床未満 5 16.7
100～200床未満 11 36.7
200床以上 4 13.3

無回答は除く

表2. 対象施設の災害対策の特徴
N=31

有 無 検討中

防災訓練実施 24（77.4） 4（12.9） 3（9.7）
災害時の備蓄 21（67.8） 5（16.1） 5（16.1）
災害マニュアル 20（66.7） 4（13.3） 6（20.0）
全職員対象の研修 10（32.3） 14（45.2） 7（22.5）
災害支援ナース登録 7（22.6） 22（71.0） 2（6.4）
災害派遣医療チーム 3（9.7） 28（90.3） 0（0.0）
EMS登録 2（6.5） 26（83.9） 3（9.6）

n（%）
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備の順で，60～70%以上の高い実施率であった．福
岡県災害時医療救護マニュアル（福岡県保健医療介
護部，2017）では，災害に対する平時からの備えとし
て，①災害に対する心構え，②災害対策マニュアルの
作成及び見直し，③防災訓練，④災害に対する施設，
設備，ライフライン等の備え，⑤医療従事者への教
育，⑥地域における関係機関との連携体制の充実を提
示しているため，今後は100%近くの実施率が望まれ
る．
特に病床区分では，100床～200床未満の施設で災
害マニュアルの整備，防災訓練の実施，全職員対象の
研修を実施しており，他の病床区分にない特徴であっ
た．これまで災害医療への平時の備えの実態を病床区
分別に分析した研究はなく，西上（2015）による病院
看護部の備え尺度の開発に留まり，十分な比較が困難
である．しかし病院においては，日常から患者および
家族を抱えており，さらに災害時には多数の被災者が
訪れる可能性があるため，災害への備えは災害拠点病
院だけでなく，すべての病院での取り組みがますます
求められている．今回の結果から，病床区分によって
平時の備えの偏りが見えてきたことから，病床区分に
応じた対策の必要性が示唆された．
B. 病床区分における研修ニーズの比較
災害研修のニーズとしては，最も高い項目で「災害
の種類や特徴」「過去の災害医療の教訓」「わが国にお

ける災害時の医療体制」「災害サイクルの各期に必要
な災害看護の知識」「被災者および支援者のストレス
反応」等の災害医療の特徴や活動内容に関する基礎的
知識が多く，次に「災害看護の基本的知識」「災害時
の支援者としての心構えや倫理的配慮」「安全に活動
するための留意事項」「避難所での活動」「応急処置
（救急法）」などの災害看護の基礎知識や役割に関する
内容が多かった．他には「PTSDや支援者のメンタル
ヘルス」「災害時の他職種の役割と連携」「災害時物品
の整備」「災害時の行政の対応」が挙がっており，災
害対応に関わる職種間・組織間連携，備蓄管理，地方
自治との関連に関する関心も高いことがわかった．厚
生労働省医政局長（2012）が，東日本大震災後に提示
している中で，災害時の応援協定，自律的応援体制の
整備，災害医療に関する普及啓発，研修，訓練の実施
に努め，病院災害対策マニュアルの作成等が望ましい
と，全国都道府県に通知している．しかし，災害に備
えた医療機関の防災対策について，何をどこまですれ
ばよいのかという規定は未だ確立しておらず，医療機
関によってリスクマネジメント対応として任されてい
る．中田（2015）は，DMATが活動する急性期から亜
急性期，慢性期へと各医療機関・団体へのシームレス
かつスムーズな支援の引き継ぎ，災害拠点病院の施
設・設備の強化やDMATの配置，避難所でのニーズ
対応整備等といった課題を挙げている．そのため，災

図1. 病床区分別における防災訓練，全職員対象研修，災害マニュアル整備の関連
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害サイクルに応じた地域ブロック単位での連携は必須
で，病院で最も多い看護職がその役割を担うことが最
適と考える．
病床区分別による災害研修では，18項目中16項目
で違いがなかったことは，病床区分に関わらず全て
70%以上と研修ニーズの高い研修内容と推察できた．
「災害時物品の整備」「スタッフ教育」において，20

床未満より100～200床未満でより高い研修ニーズが
あったのは，病床規模が多くなると災害時に必要な備
蓄量も増え，スタッフ数も多いために災害教育の質の
確保が難しい可能性が推測された．
自由記述からは，病床区分に関わらず共通して，災
害看護に関する基本的知識と周辺施設等との連携に

関する内容が見られた．20床未満で災害看護の基本
的知識，20～100床未満で地域の医療機関との連携方
法，100～200床未満では自施設を見直した上での危機
感から防災訓練の適正など，200床以上で自施設の特
性からの災害時の役割など，病床区分によって定性的
な研修ニーズが異なることが推察された．特に100～
200床未満では，施設に伴う自己分析を踏まえた意見
から，災害看護に関する認識だけでなく，多様な研修
ニーズがあることが示唆された．

V. 研究の限界と今後の課題

本研究では，近隣に基幹災害拠点病院などがなく，

表3. 研修ニーズの病床区分による比較

割合（%）a 20床未満 
（n=10）

20～100床未満 
（n=5）

100～200床未満 
（n=11）

200床以上 
（n=4） 合計 F値 P値

1災害看護の基本的知識 97 3.20（0.42） 3.00（0.00） 3.55（0.52） 3.00（0.81） 3.27（0.52） 5.642 0.130
2  災害の種類や特徴，過
去の災害医療の教訓と
わが国における災害時
の医療体制の概要

100 3.20（0.42） 3.00（0.00） 3.45（0.52） 3.50（0.579 3.30（0.46） 4.478 0.214

3  災害サイクルの各期に
必要な様々な場での災
害看護の知識を習得

100 3.20（0.42） 3.00（0.00） 3.55（0.52） 3.00（0.00） 3.27（0.45） 7.610 0.055

4  被災者および支援者の
ストレス反応の特徴

100 3.20（0.429） 3.00（0.00） 3.55（0.52） 3.00（0.00） 3.27（0.45） 7.610 0.055

5  PTSDや支援者のメンタ
ルヘルス

94 3.10（0.73） 3.00（0.00） 3.36（0.50） 3.00（0.00） 3.17（0.53） 2.676 0.444

6  災害時の支援者として
の心構えや倫理的配慮，
安全に活動するための
留意事項

97 3.30（0.67） 3.00（0.00） 3.36（0.50） 3.50（0.57） 3.30（0.53） 2.527 0.470

7  災害時の他職種の役割
と連携

94 3.00（0.66） 3.00（0.00） 3.64（0.50） 3.25（0.50） 3.27（0.58） 7.742 0.052

8避難所での活動内容 97 3.20（0.63） 3.00（0.00） 3.55（0.52） 3.25（0.50） 3.30（0.53） 4.461 0.216
9  被災した看護職の体験
談を直接聞きたい

77 3.00（0.81） 3.20（0.44） 3.00（0.77） 3.25（0.50） 3.07（0.69） 0.573 0.903

10  受援に向けての体制づ
くりや対応

77 2.80（0.78） 3.00（0.00） 3.09（0.83） 3.33（0.57） 3.00（0.70） 1.648 0.648

11  エマルゴトレーニング
等，シミュレーション
教育

77 2.90（0.73） 3.00（0.00） 3.27（0.78） 3.00（0.81） 3.07（0.69） 1.720 0.632

12マニュアル作成 81 2.90（0.56） 3.20（0.83） 3.27（0.78） 3.00（0.81） 3.10（0.71） 1.778 0.620
13  アクションカード作成
方法

74 2.80（0.78） 3.40（0.54） 3.36（0.80） 2.75（0.95） 3.10（0.80） 3.969 0.265

14災害時物品の整備 94 2.90（0.56） 3.20（0.44） 3.64（0.50） 3.25（0.50） 3.27（0.58） 8.370 0.039

15スタッフ教育 84 2.70（0.94） 3.00（0.70） 3.82（0.40） 3.00（0.00） 3.20（0.80） 12.091 0.007

16災害時の行政の対応 90 2.80（0.63） 3.20（0.44） 3.55（0.52） 3.25（0.50） 3.20（0.61） 7.516 0.057
17  実際の応急処置（救急
法）

97 3.40（0.51） 3.40（0.54） 3.27（0.64） 3.25（0.50） 3.33（0.54） 0.368 0.947

18ほかの災害研修の情報 71 2.70（0.67） 3.20（0.44） 3.00（0.77） 2.50（0.57） 2.87（0.68） 3.434 0.329
a「非常にあてはまる」および「かなりあてはまる」の合算（%）である．
Kruskal–Wallis検定後，Games–Howell検定を実施した．
病床区分は，20床未満，20～100床未満，100～200床未満，200床以上の4区分とした．
無回答は除く 
*P<0.05
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地域で災害医療のリーダーシップをとる機関が見当た
らないという特性のある地域の医療施設おける研修
ニーズを明らかにすることを目的とした．しかし，地
域を限定した本研究の調査で18.3%の回収率であった
ことは，災害看護研修への認識の低さか，または各施
設1名の担当者による調査票であったため，職位も異
なりその個人の認識を反映しているのか定かでない．
そのような中でも病床区分20床未満から200床以上ま
での広範囲での回答が得られたことは意義が大きいと
考える．今後は，対象範囲を拡大し回答者の制限を考
慮した調査を行うことで，地域の医療施設の研修ニー
ズに沿った研修を検討していきたい．

VI. 結語

病床区分に関わらず，災害医療および災害看護に関
する基礎的知識に関する研修ニーズが最も高く，災害
対応に関わる職種間・組織間連携，備蓄管理なども高
い研修ニーズであることがわかった．
特に，100床～200床未満の医療施設では，災害看
護に関する意識が高くかつスタッフ教育への関心が高
いことが示唆された．
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表4. 病床区分における学びたい災害看護教育の内容
に関する自由記述

病床区分 自由記述

20床未満 ・ 災害看護をする上での基本的な知識
・ 被災地の現場での看護師の活動，役割
・ 他の施設での災害時での関わり方
・ 災害時の他職種（施設）との連携の取り方
・ 災害時のトリアージ

20～100床未満 ・ 災害看護の基本的知識（特にストレス反応
のケアや対処法）
・ 自施設が災害に遭遇した場合の初動の対処法
・ 災害時の対応
・ 地域の医療施設との連携

100～200床未満・ 実際の避難所での活動内容，その体験談
・ 耐震構造ではない自施設が被災した場合の
入院患者避難方法や防災訓練のマンネリ化
への不安
・ 防災訓練の方法が適切性
・ 災害看護の基本的知識
・ 近県で発災した時の対応（応援体制）
・ 災害時対応について全般的に弱さ
・ 色々なことを1つずつ学びを深め知識を持
ち，施設に活用
・ 過去，地域的に災害が少ないための自施設
内での危機意識は薄さ
・ 「想定外」の災害に対する体制づくりの必要
性
・ 大規模災害発生時の対応

200床以上 ・ DPAT（災害派遣精神医療チーム）の研修
継続に伴う，自施設の見直しの必要性
・ 初期行動，対応の仕方，リーダーの役割，
トリアージ
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